
令令和和５５ 年年度度 決決算算報報告告書書

自　 令和 5年 4月 1日
至至　 令令和和 66年年 33月月3311日日



令和6年3月31日現在 （ 単位： 円）

7, 040, 296, 966 7, 359, 703, 633

1, 531, 692, 537 1, 912, 461, 575

1, 188, 051 1, 341, 617

1, 530, 504, 486 1, 911, 119, 958

5, 140, 000, 000 5, 110, 000, 000

360, 302, 728 313, 483, 679

6, 636, 473 28, 423, 362

26, 414, 779 20, 543, 368

25, 446, 779 20, 543, 368

968, 000 0

△ 24, 749, 551 △ 25, 208, 351

19, 292, 371, 370 19, 562, 358, 715

14, 807, 270, 571 15, 374, 202, 857

16, 957, 375, 553 17, 664, 042, 824

△ 4, 470, 911, 910 △ 4, 653, 496, 912

△ 122, 833, 850 △ 122, 833, 850

2, 458, 589, 863 2, 449, 122, 845

△ 24, 523, 996 △ 24, 523, 996

9, 574, 911 61, 891, 946

638, 468, 816 417, 935, 581

638, 468, 816 417, 935, 581

452, 217, 764 458, 959, 416

302, 307, 111 302, 307, 111

△ 78, 424, 954 △ 87, 669, 603

175, 817, 203 175, 817, 203

119, 061, 239 136, 067, 238

△ 66, 542, 835 △ 67, 562, 533

23, 834, 743 58, 547, 578

3, 370, 579, 476 3, 252, 713, 283

2, 455, 703, 102 2, 345, 990, 088

800, 000, 000 800, 000, 000

114, 876, 374 106, 723, 195

26, 332, 668, 336 26, 922, 062, 348

長 期 有 価 証 券

そ の 他 の 資 産

資　 産　 合　 計

長 期 定 期 預 金

そ の 他 事 業 資 産

長 期 事 業 未 収 金

有 形 固 定 資 産

建 物 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

そ の 他 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

賃 貸 施 設 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

仮 払 金

現 金 預 金

現 金

預 金

有 価 証 券

未 収 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

立 替 金

流 動 資 産

令　 和　 ５ 　 年　 度　 貸　 借　 対　 照　 表

科　 　 　 　 　 　 　 　 目 前年度 当年度
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2, 664, 194, 831 3, 166, 840, 089

245, 830, 319 204, 071, 520

1, 293, 068, 013 1, 952, 242, 519

207, 536, 976 207, 782, 079

192, 531, 084 193, 546, 513

15, 005, 892 14, 235, 566

721, 105, 605 641, 190, 454

99, 596, 175 101, 181, 279

99, 596, 175 101, 181, 279

97, 057, 743 60, 372, 238

5, 130, 383 5, 233, 238

87, 511, 000 51, 827, 600

4, 416, 360 3, 311, 400

5, 606, 267, 667 5, 279, 284, 698

1, 197, 362, 498 849, 086, 505

1, 197, 362, 498 849, 086, 505

877, 035, 172 878, 489, 050

240, 105, 838 245, 008, 546

636, 929, 334 633, 480, 504

196, 612, 515 189, 648, 282

3, 086, 913, 110 3, 104, 385, 342

875, 703, 102 835, 990, 088

1, 791, 452, 347 1, 965, 417, 347

338, 803, 661 302, 977, 907

80, 954, 000 0

243, 091, 322 248, 701, 869

5, 253, 050 8, 973, 650

8, 270, 462, 498 8, 446, 124, 787

40, 000, 000 40, 000, 000

18, 022, 205, 838 18, 435, 937, 561

238, 387, 133 238, 387, 133

17, 783, 818, 705 18, 197, 550, 428

18, 062, 205, 838 18, 475, 937, 561

26, 332, 668, 336 26, 922, 062, 348

利 益 剰 余 金

[ 　 資　 本　 合　 計　 ]

負 債 及 び 資 本 合 計

そ の 他 固 定 負 債

[ 　 負　 債　 合　 計　 ]

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 産 除 去 債 務

事 業 資 金 借 入 金

預 り 保 証 金

敷 金

保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金

長 期 借 入 金

そ の 他 前 受 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

仮 受 金

未 払 消 費 税

そ の 他 の 負 債

固 定 負 債

事 業 前 受 金

（ 単位： 円）

科　 　 　 　 　 　 　 　 目 前年度 当年度

流 動 負 債

次 期 返 済 長 期 借 入 金

未 払 金

前 受 金
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9, 201, 873, 971 9, 812, 861, 320

9, 016, 673, 693 9, 624, 987, 360

1, 604, 437, 120 1, 643, 925, 200

5, 747, 096, 787 6, 329, 077, 304

479, 816, 391 482, 173, 592

1, 185, 323, 395 1, 169, 811, 264

132, 530, 860 137, 710, 933

129, 277, 860 134, 206, 933

3, 253, 000 3, 504, 000

52, 669, 418 50, 163, 027

45, 529, 418 43, 393, 027

7, 140, 000 6, 770, 000

8, 351, 736, 410 9, 079, 307, 544

8, 235, 459, 575 8, 952, 968, 726

1, 147, 362, 959 1, 271, 546, 527

58, 023, 968 54, 314, 343

5, 610, 472, 330 6, 196, 659, 071

358, 468, 106 372, 326, 474

1, 119, 156, 180 1, 112, 436, 654

92, 644, 281 104, 985, 192

83, 458, 088 94, 639, 161

9, 186, 193 10, 346, 031

23, 632, 554 21, 353, 626

16, 492, 554 14, 583, 626

7, 140, 000 6, 770, 000

368, 181, 405 384, 324, 115

481, 956, 156 349, 229, 661

45, 012, 026 62, 345, 461

3, 444, 349 3, 534, 362

34, 478, 404 35, 825, 754

7, 089, 273 22, 985, 345

8, 855, 852 19, 374, 352

8, 855, 852 19, 374, 352

518, 112, 330 392, 200, 770

22, 442, 306 21, 530, 960

1, 649, 306 639, 982

20, 793, 000 20, 890, 978

34, 803, 576 7

8 7

34, 803, 568 0

505, 751, 060 413, 731, 723

固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 繰 入

当　 期　 純　 利　 益 ［ ｊ ＝ｇ ＋ｈ －ｉ ］

雑 損 失

経 常 利 益 ［ ｇ ＝ｄ ＋ｅ －ｆ ］

特　 　 別　 　 利　 　 益 ［ ｈ ］

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 戻 入

特　 　 別　 　 損　 　 失 ［ ｉ ］

固 定 資 産 除 却 損

住 宅 相 談 業 務 受 託 事 業 原 価

一 般 管 理 費 ［ ｃ ］

事 業 利 益 ［ ｄ ＝ａ －ｂ －ｃ ］

そ の 他 経 常 収 益 ［ ｅ ］

受 取 利 息

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入

雑 収 入

そ の 他 経 常 費 用 ［ ｆ ］

割 賦 金 等 回 収 業 務 原 価

特 優 賃 等 管 理 事 業 原 価

マ ン シ ョ ン 等 管 理 事 業 原 価

ま ち づ く り 事 業 原 価

ま ち づ く り 支 援 事 業 原 価

賃 貸 住 宅 等 建 設 支 援 事 業 原 価

そ の 他 事 業 原 価

管 理 事 業 原 価

公 社 賃 貸 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

う ち 住 宅 政 策 貢 献 事 業 費 用

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

事　 　 業　 　 収　 　 益 ［ ａ ］

事　 　 業　 　 原　 　 価 ［ ｂ ］

公 社 賃 貸 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

特 優 賃 等 管 理 事 業 収 益

マ ン シ ョ ン 等 管 理 事 業 収 益

ま ち づ く り 事 業 収 益

ま ち づ く り 支 援 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 等 建 設 支 援 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

割 賦 金 等 回 収 業 務 収 益

住 宅 相 談 業 務 受 託 事 業 収 益

管 理 事 業 収 益

科　 　 　 　 　 　 　 　 目 前年度 当年度

令　 和　 ５ 　 年　 度　 損　 益　 計　 算　 書

自 令和 5年4月 1日

至 令和 6年3月31日 （ 単位： 円）
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  自 令和 5年4月 1日

  至 令和 6年3月31日 （ 単位： 円）

238, 387, 133 238, 387, 133

0 0

0 0

0 0

238, 387, 133 238, 387, 133

17, 278, 067, 645 17, 783, 818, 705

505, 751, 060 413, 731, 723

505, 751, 060 413, 731, 723

0 0

0 0

17, 783, 818, 705 18, 197, 550, 428

17, 516, 454, 778 18, 022, 205, 838

505, 751, 060 413, 731, 723

18, 022, 205, 838 18, 435, 937, 561

特定積立金への積立によ る 減少高

特定目的積立金から の欠損金てん補によ る 減少高

利
益
剰
余
金

又
は
欠
損
金

期 首 残 高

期 末 残 高

当期増加高又は減少高

当期純利益

令　 和　 ５ 　 年　 度　 剰  余  金  計  算  書

資
本
剰
余
金

項                目 前年度

期 首 残 高

期 末 残 高

当年度

当期増加高又は減少高

非償却資産取得に係る 補助金受入によ る 増加高

特定積立金から の振替によ る 増加高

当期増加高又は減少高
合
計

期 末 残 高

期 首 残 高
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  自 令和 5年4月 1日

  至 令和 6年3月31日

事業活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー 501, 244, 165 1, 252, 914, 102

管理事業活動によ る 収支 998, 546, 050 1, 610, 532, 909

公社賃貸住宅等管理事業の収支 606, 340, 035 749, 926, 386

公社賃貸住宅等管理事業によ る 収入 1, 629, 284, 958 1, 664, 124, 982

公社賃貸住宅等管理事業によ る 支出 △ 1, 022, 944, 923 △ 914, 198, 596

公営住宅等管理事業の収支 182, 723, 670 559, 452, 867

公営住宅等管理事業によ る 収入 5, 981, 104, 780 6, 472, 869, 407

公営住宅等管理事業によ る 支出 △ 5, 798, 381, 110 △ 5, 913, 416, 540

特優賃等管理事業の収支 125, 719, 141 111, 566, 384

特優賃等管理事業によ る 収入 392, 937, 495 389, 753, 928

特優賃等管理事業によ る 支出 △ 267, 218, 354 △ 278, 187, 544

マン ショ ン等管理事業の収支 83, 763, 204 189, 587, 272

マン ショ ン等管理事業によ る 収入 1, 348, 920, 224 1, 409, 671, 800

マン ショ ン等管理事業によ る 支出 △ 1, 265, 157, 020 △ 1, 220, 084, 528

ま ちづく り 事業活動によ る 収支 987, 614 4, 358, 221

ま ちづく り 支援事業の収支 9, 310, 996 12, 875, 385

　 　 　 　 ま ちづく り 基盤整備事業によ る 収入ま ちづく り 支援事業によ る 収入 88, 578, 850 97, 332, 114

　 　 　 　 ま ちづく り 基盤整備事業によ る 支出ま ちづく り 支援事業によ る 支出 △ 79, 267, 854 △ 84, 456, 729

賃貸住宅等建設支援事業の収支 △ 8, 323, 382 △ 8, 517, 164

　 　 　 　 公社管理住宅等事業によ る 収入賃貸住宅等建設支援事業によ る 収入 217, 062 468, 019

　 　 　 　 公社管理住宅等事業によ る 支出賃貸住宅等建設支援事業によ る 支出 △ 8, 540, 444 △ 8, 985, 183

宅地譲渡事業の収支 0 0

宅地譲渡事業によ る 収入 0 0

宅地譲渡事業によ る 支出 0 0

その他事業活動によ る 収支 119, 629, 145 103, 613, 426

割賦金等回収業務の収支 124, 351, 370 108, 280, 173

割賦金等回収業務によ る 収入 139, 051, 817 121, 955, 112

割賦金等回収業務によ る 支出 △ 14, 700, 447 △ 13, 674, 939

住宅相談業務受託事業の収支 △ 4, 722, 225 △ 4, 666, 747

　 　 　 　 住宅相談業務受託事業によ る 収入住宅相談業務受託事業によ る 収入 9, 716, 847 10, 130, 272

　 　 　 　 住宅相談業務受託事業によ る 支出住宅相談業務受託事業によ る 支出 △ 14, 439, 072 △ 14, 797, 019

一般管理費によ る 収支 △ 621, 417, 708 △ 472, 393, 558

その他経常損益に係る 収支 3, 499, 064 6, 803, 104

特別損益に係る 収支 0 0

その他の収支 0 0

令和５ 年度　 キ ャ  ッ  シ ュ  ・  フ  ロ  ー 計 算 書

（ 単位： 円）

区　 　 　 　 　 　 　 　 分 前年度 当年度
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投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー △ 531, 800, 816 △ 688, 530, 272

事業資産形成活動によ る 収支 13, 857, 022 △ 775, 723, 325

賃貸管理事業資産形成の収支 13, 857, 022 △ 775, 723, 325

ま ちづく り 事業資産形成の収支 0 0

有価証券等の取得・ 償還等によ る 収支 △ 503, 081, 672 109, 713, 014

定期預金の解約によ る 収入 1, 952, 621, 430 2, 455, 703, 102

定期預金の取得によ る 支出 △ 2, 455, 703, 102 △ 2, 345, 990, 088

有価証券の償還等によ る 収入 0 0

有価証券の取得等によ る 支出 0 0

その他の投資活動によ る 収支 △ 42, 576, 166 △ 22, 519, 961

有形固定資産等の形成によ る 収支 △ 42, 576, 166 △ 22, 519, 961

　 建物（ 社屋） 等建設の収支 △ 691, 200 △ 1, 884, 080

　 土地資産形成の収支 0 0

　 その他の有形・ 無形固定資産形成収支 △ 33, 564, 969 △ 28, 789, 060

　 その他の固定資産形成の収支 △ 8, 319, 997 8, 153, 179

その他の収支 0 0

財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー △ 83, 016, 829 △ 213, 614, 792

事業活動に係る 資金の返済によ る 支出 △ 83, 016, 829 △ 213, 614, 792

賃貸管理事業に係る 借入金の返済によ る 支出 △ 49, 718, 211 △ 194, 101, 958

ま ちづく り 事業に係る 借入金の返済によ る 支出 △ 33, 298, 618 △ 19, 512, 834

投資活動に係る 資金の借入によ る 収入 0 0

賃貸管理事業資産形成に係る 借入金によ る 収入 0 0

ま ちづく り 事業資産形成に係る 借入金によ る 収入 0 0

その他の財務活動に係る 資金の調達及び返済によ る 収支 0 0

短期借入金の返済によ る 支出 0 0

長期借入金の返済によ る 支出 0 0

△ 113, 573, 480 350, 769, 038

6, 785, 266, 017 6, 671, 692, 537

6, 671, 692, 537 7, 022, 461, 575

（ 単位： 円）

前年度 当年度

 次期繰越金 6, 671, 692, 537 7, 022, 461, 575

 流動資産 6, 671, 692, 537 7, 022, 461, 575

現金・ 預金 1, 531, 692, 537 1, 912, 461, 575

5, 140, 000, 000 5, 110, 000, 000

 固定資産 0 0

長期定期預金 0 0

0 0

 その他の資金 3, 255, 703, 102 3, 145, 990, 088

 流動資産 0 0

現金・ 預金 0 0

0 0

 固定資産 3, 255, 703, 102 3, 145, 990, 088

長期定期預金 2, 455, 703, 102 2, 345, 990, 088

800, 000, 000 800, 000, 000

9, 927, 395, 639 10, 168, 451, 663

当　 期　 中　 の　 資　 金　 収　 支　 合　 計

区　 　 　 　 　 　 　 　 分 前年度 当年度

合　 　 計

前 期 繰 越 金 （ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ）

次 期 繰 越 金 （ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ）

（ 注記） 　 こ のキャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書における 次期繰越金（ 現金及び現金同等物） と 貸借対照表に掲
記さ れている 「 流動資産／現金預金・ 有価証券」 及び「 固定資産／定期預金・ 有価証券」 項目と
の関係は下表のと おり である 。

貸借対照表科目

有価証券（ 譲渡性預金）

長期有価証券

有価証券

長期有価証券
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１ 　 重 要 な 会 計 方 針 等

1 有価証券の評価基準およ び評価方法

( 1)   満期保有目的有価証券

( 2)   その他有価証券

2 固定資産の減価償却の方法

( 1) 　 賃貸事業資産

( 2) 　 有形固定資産

( 3) 　 無形固定資産

3 引当金の計上基準

( 1) 　 貸倒引当金

( 2) 　 退職給付引当金

( 3) 　 計画修繕引当金

( 4) 　 債務保証損失引当金

( 5) 　 賞与引当金

( 6) 　 固定資産撤去費用引当金

4 収益及び費用の計上基準

( 1) 　 賃貸管理事業及びその他事業の収益及び費用
収益は期間ま たは契約等によ り 定めら れた役務の給付を も っ て計上し 、 費用は発生の事実に基づいて計上し てい
る 。

( 2) 　 ま ちづく り 事業の収益及び費用
収益は、 物件の引渡日を も っ て計上し 、 費用は、 発生の事実に基づいて計上し ている 。

( 3) 　 その他の収益及び費用
収益は実現主義に基づき 、 費用は発生主義に基づき 計上し ている 。

5 リ ース 取引の処理方法

6 消費税等の会計処理方法

   その他施設　 ・ 償却方法： 定額法

　 リ ース 取引に係る 会計処理については、 「 地方住宅供給公社会計基準」 の改訂（ 平成20年３ 月14日） に基づき 、
フ ァ イ ナンス ・ リ ース 取引については、 原則と し て通常の売買取引に係る 方法に準じ て会計処理を 行っ ている 。
　 ただし 、 個々のリ ース 資産に重要性が乏し いと 認めら れる 場合には、 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ て会計処
理を 行っ ている 。

   償却原価法（ 定額法） によ っ ている 。

　  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っ ている 。

   自社利用のソ フ ト ウ ェ ア

   建物等資産  ・ 償却方法： 定額法

   その他の有形固定資産

            　 　 　   ・ 耐用年数： 47年

               　 　  ・ 耐用年数： ５ ～10年

               　 　  ・ 耐用年数： 37年、 47年

  賃貸管理事業未収金、 長期事業未収金その他こ れに準ずる 債権の貸倒れによ る 損失に備える ため、 一般債権につい
ては貸倒実績を 踏ま えた一定率によ り 、 ま た、 貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を 検討し 、
回収不能見込額を 計上し ている 。

　 役職員の退職給付に備える ため、 当期末の自己都合退職によ る 期末要支給額を 計上し ている 。

  賃貸住宅資産等の経年劣化等に対処する ために、 将来の一定期間内に計画的に実施する 修繕工事に要する 費用の総
額（ 計画総額） を 基礎と し て計上する 。 毎期、 計画総額と 計画修繕引当金の期末残高の差額を 当該一定期間内に均等
に配分し た額を 繰入れている 。

注　 　 　 記　 　 　 事　 　 　 項

               ・ 償却方法： 定額法
               　 　  ・ 耐用年数： ３ 年～20年

  債務保証の履行によ り 発生する 求償債権の回収不能によ る 損失に備える ため、 一般債務保証額については、 住宅系
と 施設系に分け一定の繰入率によ り 、 ま た、 債務保証の履行可能性が高い特定の債務保証額については個別に回収可
能性を 検討し て、 回収不能見込額を 計上し ている 。

　 職員等の賞与の支払に備える ため、 必要額を 計上し ている 。

　 将来の固定資産の撤去に伴う 費用の発生に備える ため、 発生費用見込額を 計上し ている 。

   時価のないも のは、 移動平均法によ る 原価法によ っ ている 。

   建物等資産  ・ 償却方法： 定額法

　 　 　 　           　 ・ 社内における 見込利用可能期間（ 5年） に基づく 定額法
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7 その他重要な事項

  固定資産の減損に係る 会計基準

8 表示方法の変更

( 1) 　 注記事項における 「 8 表示方法の変更」 の記載

( 2) 　 注記事項における 「 9 重要な会計上の見積り 」 の記載

9 重要な会計上の見積り

( 1)  　 固定資産の減損
 ①　 当年度の財務諸表に計上し た金額

②　 財務諸表利用者の理解に資する 情報
ア　 算出方法

イ 　 主要な仮定

ウ 　 翌年度の財務諸表に与える 影響

( 2)  　 計画修繕引当金
①　 当年度の財務諸表に計上し た金額

　 計画修繕引当金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  1, 965百万円
②　 財務諸表利用者の理解に資する 情報

ア　 算出方法

イ 　 主要な仮定

ウ 　 翌年度の財務諸表に与える 影響

　 賃貸事業資産の経年劣化等に対処する ために計画的に実施する 修繕工事について、 団地別・ 工事項目別に実施時
期及び修繕費用を 見積り 、 修繕計画を 策定し ている 。 次回の修繕費用を 実施時期ま でに引当てら れる よ う 計画額と
計画修繕引当金の期末残高の差額を 、 実施ま での見込み年数で均等に配分し た額を 繰入れており 、 実施年度におい
て引当て累計額（ 計画額） を 取崩し ている 。

　 公社減損会計処理基準に従い、 賃貸事業資産については団地を 単位と し てグルーピ ングを 行い、 減損の兆候が認
めら れる 資産グループについて、 当該資産グループから 得ら れる 割引前キャ ッ シュ ・ フ ロ ーが帳簿価額を 下回る 場
合には、 帳簿価額を 回収可能価額ま で減額し 、 当該減少額を 減損損失と し て計上し ている 。
　 回収可能価額は正味売却価額と 使用価値のいずれか高い方と し ており 、 正味売却価額は固定資産税評価額を 基に
当公社で設定し た調整率を 乗じ て算出し 、 使用価値は将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーを 現在価値に割り 引いて算出し てい
る 。

　 将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーの見積り における 主要な仮定は、 当該資産グループの事業収入及び事業費用であり 、 直
近の事業収支の状況を 基に見積り を 行っ ている 。

　 賃貸住宅の個別の劣化状況等の変化又は建設物価等の変動等によ り 修繕計画に変更があっ た場合は、 計画修繕引
当金に影響を 及ぼす可能性がある 。 ま た、 修繕工事の実施年度において見積り と 実績に乖離が生じ た場合は、 追加
の修繕費が発生する 可能性がある 。

  地方住宅供給公社会計基準の改訂（ 令和４ 年３ 月１ １ 日） によ り 、 前年度から 注記事項「 1 重要な会計方針等」 に
「 8 表示方法の変更」 の項を 設け、 該当する 内容を 記載し ている 。

　 見積り の基礎と なる 団地別・ 工事項目別の修繕計画の主要な仮定は、 修繕工事の実施時期及び費用であり 、 実施
時期は国土交通省のガイ ド ラ イ ン等で示さ れている 標準的な修繕周期を 参考に、 修繕費用は直近の同種の修繕工事
の実績額によ り 見積も っ ている 。

　 固定資産の減損については、 「 地方住宅供給公社に係る 減損会計処理基準（ 平成17年４ 月１ 日施行） 」 を 適用し て
いる 。
　 減損にあたっ ては、 資産グループご と に当該資産グループの回収可能価額を 算定し 、 帳簿価額が回収可能価額を 上
回っ た場合に、 帳簿価額を 回収可能価額ま で減額し 、 当該減少額を 減損損失と し て計上し ている 。
　 なお、 減損損失累計額については、 償却資産は間接控除、 非償却資産は直接控除し ている 。

  地方住宅供給公社会計基準の改訂（ 令和４ 年３ 月１ １ 日） によ り 、 前年度から 注記事項「 1 重要な会計方針等」 に
「 9 重要な会計上の見積り 」 の項を 設け、 該当する 内容を 記載し ている 。

　 賃貸事業資産　 　 　 　 　 　 15, 374百万円
　 減損損失　 　 　 　 　 　 　 　 　 なし

　 事業環境等の変化が主要な仮定に影響し 、 割引前将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーが帳簿価額を 下回る 場合には、 追加の
減損損失が発生する 可能性がある 。
ま た、 賃貸事業資産全体の減損処理状況は、 補足情報「 5 賃貸事業資産等について」 の( 1) に記載し ている 。
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２ 　 補足情報
Ⅰ

1 預金のペイ オフ について

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 【 前年度】 　 　 　 　 　 　 　 【 当年度】
　 　 　 　 　 　  　 　 　 預 金 の  額　 　 　    　 　 　 3, 986百万円   　 　     　 　 4, 257百万円 ( A)

　 　 　 　 　 　 　 　 　  有価証券の額　 　 　 　 　 　  　 5, 140百万円   　 　     　 　 5, 110百万円 ( B) 　 （ 譲渡性預金）

　 　 　 　 　 　 　 　 　  借入相殺の額 　 　  　   　  　 　 845百万円　  　 　     　 　 　 812百万円 ( C)

　 　 　 　 　 　 　 　 　  預金保険の額            　 　 　 43百万円　  　 　     　 　  　 69百万円 ( D)

 　 　 　 　 　 　 　 　 　 超   過   額　    　  　  　 　 8, 236百万円　 　 　      　 　 8, 484百万円 ( A+B-C-D)

2 保証債務について
( 1)  保証債務の内容       

　 　 　 　 　 　 　 　 　  保証債務の額         　  　 26, 241百万円             23, 618百万円

3 リ ース 取引について

ﾘ ｽー資産に係る ﾘ ｽー取引
  　 ・ 　 主なリ ース 資産　 ： 　 OA機器

　 　 ・ 　 償却方法　 ： 　 定額法　 　 ・ 　 耐用年数　 ： 　 ５ 年

  主なリ ース 資産　 ： 　 OA機器
　 未経過リ ース 料期末残高　 　 　 　 　 　 　 　 【 前年度】 　         　 　 【 当年度】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　 １ 年内　 　 　 　 　 18百万円　 　        　 　 　 17百万円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 １ 年超　 　 　 　 　 50百万円　 　        　 　 　 36百万円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　    　 合  計　 　  　  　 69百万円　 　        　 　 　 53百万円

4 退職給付引当金の内訳について
　 退職給付引当金の内訳は、 次のと おり である 。     

　 　 　 　 　 　 　 　 　  役　 員　 　 　 　 　 　 　  　  　 　 　 4百万円   　 　 　 　    　 　 2百万円

　 　 　 　 　 　 　 　 　  職　 員　 　 　 　 　 　 　  　  　 　 871百万円       　 　  　 　 833百万円

5 　 賃貸事業資産等について

( 2) 　 事業用土地資産

( 1) 　 ファ イ ナンス ・ リ ース 取引（ 借手側）
所有権移転外ファ イ ナンス ・ リ ース 取引

( 2) 　 賃貸借取引によ る 所有権移転外フ ァ イ ナンス ・ リ ース 取引（ 借手側）

地方住宅供給公社会計基準における ﾘ ｽー取引に係る 会計基準の改定（ 平成20年４ 月１ 日施行） 以前の所有権移転
外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース 取引については、 引き 続き 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ た会計処理を 行っ てい
る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　                 　 　 　 　 【 前年度】 　 　 　 　    　 【 当年度】

( 1) 　 賃貸事業資産

「 地方住宅供給公社に係る 減損処理基準及び注解」 に基づき 、 減損処理に係る 会計処理を行った資産の状況は以下
のと おり である 。

貸借対照表に関する 事項

　 預金のペイ オフに係る 借入金相殺額及び預金保険等の限度超過額

    特定優良賃貸住宅等事業に係る 土地所有者の住宅金融支援機構等借入金の保証
( 2)  保証債務の額　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 【 前年度】 　 　 　 　 　 　 　 【 当年度】

( 注） 　 保証債務の注記する 金額は、 債務保証額の総額から 「 債務保証損失引当金」 の設定額を控除し た残額と する 。

【 前年度】

兆候 認識 計上
①賃貸住宅資産 18団地 0団地 0団地 0団地
②賃貸施設等資産 38ヶ 所 0ヶ 所 0ヶ 所 0ヶ 所

【 当年度】

兆候 認識 計上
①賃貸住宅資産 19団地 0団地 0団地 0団地
②賃貸施設等資産 38ヶ 所 0ヶ 所 0ヶ 所 0ヶ 所

減損処理の状況

種別
資産の

ｸﾞ ﾙー ﾌ゚ 数
減損処理の状況

種別
資産の

ｸﾞ ﾙー ﾌ゚ 数

【 前年度】

前期末残高 当期増減額 当期末残高
その他土地
（ 減歩資産）

4ヶ 所 1, 014 0 1, 014

【 当年度】

前期末残高 当期増減額 当期末残高
その他土地
（ 減歩資産）

4ヶ 所 1, 014 0 1, 014

箇所数
貸借対照表計上額

資産種別 箇所数
貸借対照表計上額

資産種別
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Ⅱ
特別損益の主要なも のについて
( 1)  固定資産売却益の内訳

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　                  　 　  　 　 　   【 前年度】 　     　 　  　 【 当年度】
定期借地権付分譲住宅の土地売却益　 　 　   PC上尾南　 　 　 　   　   　 1百万円　 　 　 　 　 　 　 　 なし
定期借地権付分譲住宅の土地売却益　 　   　 PC岡部岡中央（ F) 　   　 0. 5百万円　 　          0. 6百万円

( 2)  固定資産撤去費用引当金に係る 特別損益の内訳

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 【 前年度】 　 　 　 　 　 　 　 【 当年度】

入間浅間山団地の解体工事実施に伴う 引当金の戻入　 　 　 　 　 　 　 　  20百万円　 　 　 　 　 　  　  なし

大和田団地の解体工事に資する 引当金の繰入　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  35百万円　 　 　 　 　 　  　  なし

大和田団地の解体工事に資する 引当金の戻入　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　  なし 　 　 　 　 　 　  　 20百万円

Ⅲ その他の補足情報
1 資産価額適正化評価差額金について

　 適正化の実施時期　 　   　  平成17年３ 月31日
　 適正化によ る 評価差額  　 　 　 △1, 018百万円

2 キャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書における 資金の範囲

3 資産除去債務に係る 事項について

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 【 前年度】 　 　 　 　 　 　 【 当年度】
　 　 ・ 期首残高　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 237, 607, 345円　 　 　  　 243, 091, 322円
　 　 ・ 時の経過によ る 調整額　 　 　 　 　 　 　 5, 483, 977円　 　  　 　   5, 610, 547円
　 　 ・ 期末残高　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 243, 091, 322円　 　  　 　 248, 701, 869円

損益計算書に関する 事項

　 「 地方住宅供給公社会計に係る 資産価額の適正化実施基準」 （ 平成16年11月１ 日） に基づき 、 賃貸事業資産等の資産
価額の適正化を 実施し た。
　 適正化によ る 評価差額は、 資本の部の資本剰余金に計上し た。

　 資金（ 現金及び現金同等物） は、 手許現金、 随時引き 出し 可能な現金及び取得日から ３ か月以内に償還期限の到来す
る 短期投資から なっ ている 。

　 当公社では、 平成20年3月に締結し た土地所有者と 地上権設定契約によ り 、 賃貸住宅用地を 借地し 公社賃貸住宅等管理
事業を行っている が、 明渡し 時期に原状回復義務が課せら れている 物件がある 。 し たがって地方住宅供給公社会計基準
「 資産除去債務に関する 実務指針」 （ 平成22年３ 月17日制定） に基づき 、 当該物件に対し 資産除去債務会計処理を行っ
ている 。
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監事の意見

　 こ の決算書については、 監査の結果、 計数に誤り なく 、 かつ、 適正なも のと
認めま す。

　 令和6年5月24日

　 監　 事 北　 島　 通　 次

　 監　 事 深　 谷　 　 　 豊
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